
陳情第 ２３ 号 

 

雇用と生活をまもる施策強化を求めることについて 

 

要 旨 

労働者・国民の雇用悪化が社会問題となり、雇用不安は増大している。労働基準行政の

強化、雇用促進、中小零細企業への支援等、雇用と生活をまもる施策の強化を求める。 

 

理 由 

労働者・国民の雇用悪化が社会問題となっています。いわゆる「派遣切り」や、有期雇

用労働者の雇いどめ、違法な解雇が相次ぎ雇用不安は増大しています。派遣・請負、パー

ト・臨時などの雇用が拡大し、「働いても、働いても生活がなお苦しい」ワーキング・プア

の解消も進んでいません。 

私たちは、「誰もが働きがいのある人間らしい仕事につき、まともな生活が維持できる社

会を実現したい」という思いをもって、労働者の雇用と生活をまもる施策の強化をもとめ

て運動を展開しております。つきましては、地方自治法第９９条に基づき、国と関係省庁

へ意見書を提出していただきたく、以下の事項を陳情いたします。 

 

陳情項目 

１． いわゆる「派遣切り」や違法な「解雇」を防ぐため、労働基準行政を強化すること。 

２． 中小零細企業への支援策を具体化し、解雇を防ぐとともに雇用促進をはかること。 

３． 地域別最低賃金引き上げに伴い、中小零細企業の経営支援を抜本的に強化すること。 
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